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平成14年の電波法改正（平成15年３月施行）以前の無線局情報を公表する制度の概要は、以下のと
おり。

(1) 官報掲載による無線局の公示（改正前の電波法（以下「法」という。）第２５条）

(2) 割り当てた周波数の現状を示す表（日本無線局周波数表）の閲覧（改正前の法第２６条第１項）

① 公示制度
ア 対象無線局は海岸局、航空局等の一部の無線局に限定
イ 公示事項は、免許年月日、免許人の氏名、無線局の種別、設置場所、識別信号、電波の
型式

② 日本無線局周波数表
ア 対象無線局は、治安維持又は防衛の業務をつかさどる行政機関が開設する無線局を除く
全ての無線局

イ 記載事項は、周波数、無線局の種別、設置場所、空中線電力

平成１4年度までの無線局情報の公表

【改正の背景】（平成13年12月電波の利用状況の公表等に関する調査研究会報告書より引用）

新たに電波を利用しようとする者は、総務省に無線局免許申請を行う前に、電波の割当可能性
や事業化等の検討を事前に行うのが通常である。この場合、利用目的に適う電波の周波数帯につ
いては、周波数割当計画を参照することにより特定は可能であるが、当該周波数帯域において、
特定の地域で実際に電波の割当可能性があるかを確認するためには、既存の無線局との混信可
能性等の検討が必要となる。現在、日本無線局周波数表により無線局の種別、設置場所（緯経
度）は公表されているが、具体的な混信可能性についての事前検討に当たっては、より詳細な情
報の取得が必要である。



4現在の無線局に関する情報の公表制度の概要①

電波行政の透明性の向上を図るとともに、電波利用の一層の推進を図るため、平成14年度の電波法
改正に基づき、無線局免許状等の記載情報をインターネット（電波利用ホームページ）で公表を開始

※ 免許状等に記載された事項のうち、免許人、登録人の住所や設置場所の詳細情報等は、プライバシー保護等の観点から不公表

電波法第25条第1項

総務大臣は、無線局の免許又は第27条の18第1項の登録（以下「免許等」という。）をしたときは、総
務省令で定める無線局を除き、その無線局の免許状又は第27条の22第1項の登録状（以下「免許状
等」という。）に記載された事項のうち総務省令で定めるものをインターネットの利用その他の方法によ
り公表する。

１ 公表する無線局免許状等の記載された事項（電波法施行規則 （以下「施行規則」という。）第11条）



5現在の無線局に関する情報の公表制度の概要②

(1) 全ての項目を不公表としている無線局（電波法施行規則第11条の２）
国の安全、外交、犯罪の予防及び災害対策用等に関わる無線局
（例：防衛用、警察用、消防用、防災用 等）

(2) 周波数のポイントを不公表としている無線局（周波数帯を公表）（同規則第11条第3項及び第4項）
電波妨害等を誘発し、人の生命や安全、公共の安全の確保に密接に関わる活動及び
取材活動に関わる無線局
（例：鉄道事業用、電気事業用、新聞通信用、放送事業用 等）

２ 免許状記載事項等を公表しない無線局の概要

周波数帯 区分 無縁局を開設する目的

指定されて
いる周波数
が500MHz以
下のもの

上記（１）以外の無線局であって、
人の生命や安全又は公共の安全
の確保に密接に関わる無線局

鉄道事業、軌道、電気事業、ガス事業、電気通信業務の目的の遂
行に必要な電気通信役務を提供する無線局

限定なし 取材等を目的とした無線局 新聞通信、放送事業､有線テレビジョン放送事業､電気通信役務利
用放送事業に必要な電気通信役務を提供する無線局

総務省電波利用ホームページから抜粋
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３ 免許状記載事項等を公表しているものうち、無線局の設置場所の公表範囲は、「市区町村単位」
としている。

【制度化の過程での議論】 （平成13年12月電波の利用状況の公表等に関する調査研究会報告書

より引用）

免許人等からは、詳細な設置場所を公表すると、無線設備に対する物理的な破壊活動を誘発すると

の懸念の表明が多数なされている。また、携帯電話の基地局の設置場所は営業情報に該当するもので

あり、更に個人が開設する無線局の設置場所についてもプライバシー保護への配意が必要であるとし

て、その公表について慎重な配慮を求める意見もある。他方、米国においては、連邦政府の無線局を除

き、原則、全ての無線局（州警察の無線局等も含む。）の免許情報（免許申請書等を含む。）がインター

ネット上で公表（www.fcc.gov）されている。また、英国においても、携帯電話の基地局に関する詳細情報

がインターネット上で公表（www.radio.go.uk）されていることから、我が国においても、具体的な設置場所

を公表しても差し支えないのではないかとの意見がある。

これらの意見を踏まえ、無線局の設置場所については、従来、その詳細情報を公表していない経緯も

あることから、詳細情報の公表についての国民的な合意が形成されるまでの間は、その公表は、市区町

村単位での設置場所情報に止めることとし、より詳細な情報は、後述する申請に基づく提供（＊）に委ねる

こととすることが適当である。

現在の無線局に関する情報の公表制度の概要③

※後述の申請に基づく提供：電波法第25条第2項の無線局に係る情報の提供制度の拡充として制度化されている。
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無線局免許状等の記載情報のインターネット（電波利用ホームページ）での公表にあわせ、平成14年
度の電波法改正において、無線局を開設しようとする者が自らの無線局の開設に必要な他の無線局と
の混信調査を行えるようにするため、目的外利用を禁止した上で、混信調査に必要な範囲内で無線局
情報を提供する制度を導入。（法第25条第2項及び第3項）

具体的には、工事設計書に記載されているような詳細な免許情報（例：無線局の詳細な設置場所、電
波の詳細な発射方向、アンテナの高さ等）を提供。

無線局情報の提供制度

電波法
（無線局に関する情報の公表等）
第二十五条

２ 前項の規定により公表する事項のほか、総務大臣は、自己の無線局の開設又は周波数の変更をする場合その他総務省令で定め
る場合に必要とされる混信若しくはふくそうに関する調査又は第二十七条の十二第二項第五号に規定する終了促進措置を行おうとす
る者の求めに応じ、当該調査又は当該終了促進措置を行うために必要な限度において、当該者に対し、無線局の無線設備の工事設
計その他の無線局に関する事項に係る情報であつて総務省令で定めるものを提供することができる。

３ 前項の規定に基づき情報の提供を受けた者は、当該情報を同項の調査又は終了促進措置の用に供する目的以外の目的のために
利用し、又は提供してはならない。

（罰則）
第百十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の過料に処する。

（略）

八 第二十五条第三項の規定に違反して、情報を同条第二項の調査又は終了促進措置の用に供する目的以外の目的のために利用
し、又は提供した者

【制度化の過程での議論】 （平成13年12月電波の利用状況の公表等に関する調査研究会報告書より引用）

なお、研究会でのヒアリング等においても、複数の免許人から、自己の詳細な免許情報の提供について、利用目的
が限定されない公表には反対であっても、その利用が無線局開設の混信調査に限定されるものであり、かつ、目的外
利用を禁止する措置が講じられる場合には、受忍可能との意見表明がなされているところである。
これは、こうした制度が導入されれば、提供情報を目的外利用する行為に対する法的な抑止力が期待できるほか、

民間においても、差止請求や損害賠償請求の容易化が期待できるなどの効果を勘案した結果と考えられる。



8

 混信調査に必要な範囲内で無線局情報を提供する制度の検討に際しては、「電波の利
用状況の公表等に関する調査研究会（平成13年12月）」において、「一旦、目的外に利
用された場合には、取り返しがつかないような重大な問題が発生することとなる情報
（国の安全に関する情報等）については、情報提供の対象外とすることが適当である。」
と報告されている。

 これに基づき、混信調査に必要な範囲内で無線局情報の提供に関しては、電波法施
行規則第11条の2の３により、情報提供範囲を定めている。

無線局情報の提供制度における公共業務用無線局の取扱い

電波法施行規則第11条の２の３ （混信若しくはふくそうに関する調査又は終了促進措置のために提供する情報）
第十一条の二の三 法第二十五条第二項の無線局に関する事項に係る情報であつて総務省令で定めるもののうち、混信又はふく

そうに関する調査に係るものは別表第二号の二の二、終了促進措置に係るものは別表第二号の二の三のとおりとする。ただし、第十一
条の二第一号、第二号、第五号及び第六号に規定する無線局（第十条の二第二号から第五号までに掲げる無線局、非常局及び特別
業務の局を除く。）のもの並びに同条第七号、第八号及び第十号に規定する無線局のうち一ＧＨｚ未満の周波数を使用する無線局のも
のについては、この限りでない。

電波法施行規則第11条の2 主な免許人
目的（通信事項）

第1号 警察庁の無線局 警察庁
第2号 防衛省の無線局 防衛省
第5号 海上保安庁の無線局 海上保安庁
第6号 消防事務の無線局 消防庁、地方公共団体

第7号

水防事務の無線局 国、地方公共団体
水防道路(災害対策・水防に関する
事項を除く。)の無線局

国

災害対策、水防の無線局 国

第8号
防災対策の無線局 国、地方公共団体
防災行政事務の無線局 地方公共団体

第10号 消防事務の無線局 地方公共団体

ただし、左記に該当しても、電波法施行規則第10条の２に
より、公示している次の無線局は公表対象となる。
・海岸局であって、電気通信業務を行うものや特定の周波
数を利用するもの

・航空局であって、電気通信業務を行うものや航空交通管
制を行うもの

・無線航行陸上局
・海岸地球局
・航空地球局（航空機の安全運行又は正常運行のもの）
・標準周波数局

〇無線局情報の提供制度の対象とされていない無線局
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情報公開に係るその他の取組み

国等による電波の有効利用について、国民への説明を強化する観点から、国等の電波の利用状況に関する情報を総務

省のホームページにおいて公表（平成18年４月３日更新）

④ ②の無線局のデジタル／アナログ別（デジタル化率）

⑤ 国等の電波利用に関する周波数有効利用の取組動向

・電波有効利用政策研究会（平成14年１月～平成16年９月）における電波利用料制度の見直しの検討にあたり、負担の公平性の確

保の観点等から、国等も電波利用料を負担すべきとの意見が産業界等から寄せられた（同研究会最終報告に関するパブリックコメ

ントの指摘）

・平成17年10月参議院総務委員会附帯決議において、国等が使用する無線局の電波利用料負担の在り方について
は、可及的速やかに結論を得て、その使用する電波の一層の有効利用を促すとともに、情報公開に努めることが求
められた。

国等の電波の利用に関する情報の公表

国等の電波利用の実態や有効利用努力に関する情報を公表

① 公共業務用に分配されている周波数帯幅

② 国・独立行政法人・地方公共団体の無線局のうち、電波利用料
が減免されている無線局の局数及び無線局全体に占めるその割
合

③ ②の無線局の局数の推移

平成１７年度から実施

平成１８年４月に追加

国等の電波の利用に関する情報の公表について

前述までの無線局の情報公開等のほか、これまで次のような取組みを行ってきているところ。



米国等の諸外国の状況について
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NTIAにおける公表例（公表状況１）

米国の公表状況の概要

米国では、連邦政府が使う周波数はNTIA※1が、民間等が使う周波数はFCC※2がそれぞれ管理

NTIAのWebサイトでは、連邦政府の公共業務用周波数の使用状況を公表（周波数ポイントは不公表）
（公表状況１）

特に、225MHz～7.125GHz帯の特定の周波数は、周波数分配ごとに、連邦政府の機関単位の周波数
割当及び無線の利用形態等を記述（公表状況２） ※１ NTIA（National Telecommunications and Information Administration）

アメリカ合衆国商務省 電気通信・情報局
※２ FCC (Federal Communications Commision) アメリカ合衆国連邦通信委員会

連邦政府が使用する周波数の公表事例（216-225MHz帯の例）

利用する政府機関名や、大まかな
利用形態などを記載

FEDERAL SPECTRUM USE SUMMARY
30 MHz – 3000 GHz 

NATIONAL TELECOMMUNICATIONS 
AND INFORMATION ADMINISTRATION

OFFICE OF SPECTRUM 
MANAGEMENT 

JUNE 21, 2010 



12米国の公表状況の概要（公表状況2①）
Federal Government Spectrum Use Reports 225MHz - 7.125GHz

225MHzから7.125GHz帯の周波数について、
いくつかの帯域に区切り、その帯域毎に利
用する政府機関名や利用形態等を公表して
いる。

１ 周波数帯の概要
２ 周波数割当計画
３ 政府機関ごとの周波数の数と無線業
務ごとの割合

４ 主なシステムの具体的な利用形態
５ 将来的な周波数利用計画

なお、この公表は、2015年12月に225MHz
から5GHzまでの周波数について実施され、
2017年1月に5GHzから6GHzまで、2017年8
月に7.125GHzまでに、順次拡大されている。



13米国の公表状況の概要（公表状況2②）
Federal Government Spectrum Use Reports 225MHz - 7.125GHz

例えば、225MHz～328.6MHzまでの周波数に関して、次のとおり、利用する政府機関名や
利用形態等を公表している。

出典：https://www.ntia.doc.gov/page/federal-government-spectrum-use-reports-225mhz-6ghz

このほか、２ 周波数割当計画、３ 政府機関ご
との周波数の数と無線業務ごとの割合、４ 主
なシステムの具体的な利用形態、５ 将来的な
周波数利用計画を記載

【詳細は、次ページを参照】

2017年8月現在

225-328.6MHz帯は、航空局、沿岸警備隊、
NASA、エネルギー省等が、移動衛星、航空
管制等の用途で利用しているなどを記載



14米国の公表状況の概要（公表状況2③）

周波数使用状況を詳細に公表している事例
（「225-328.3ＭＨｚ」の周波数使用状況報告 抜粋）

2017年8月現在



15英国の公表状況の概要

 英国は、OfcomのWebページで、公共業務用の無線局が使用している周波数（8.3kHz～275GHz）
を公表（周波数ポイントは不公表）

 同Webページでは、公共業務用の無線局（Public sector）を「Military」、「Business Radio (Police
and Fire) 」、「Business Radio (Public Safety) 」及び「Crown Recognised Spectrum Access」に分
類し公表。警察と消防を区分していないなど個別の行政機関の記載なし

 また、船舶、小型デバイスなど無線態様としての用途の記載はあるが、業務（目的）での用途は
不公表

Ofcomにおける公表例

出典：英国通信庁（Office of Communications: Ofcom）Webページ「UK spectrum map」
http://static.ofcom.org.uk/static/spectrum/map.html

周波数ごとに「Military」「Business 
Radio (Police and Fire)」等の無線
の利用方法としての用途を表示



（参考）

・全ての項目が不公表の無線局

・「無線局情報の公表（無線局等情報検索）」
の公表イメージ

・「国等の電波の利用に関する情報の公表」
の公表イメージ



17全ての項目が不公表の無線局

電波法施行規則第11条の2
主な免許人

目的（通信事項）
第1号 警察庁の無線局 警察庁
第2号 防衛省の無線局 防衛省
第3号 検察庁の無線局 検察庁
第4号 外務省の無線局 外務省
第5号 海上保安庁の無線局 海上保安庁
第6号 消防事務の無線局 消防庁、地方公共団体

第7号

水防事務の無線局 国、地方公共団体
水防道路(災害対策、水防に関する
事項を除く。)の無線局

国

災害対策・水防の無線局 国

第8号
防災対策の無線局 国、地方公共団体
防災行政事務の無線局 地方公共団体

第9号 （別表第2号の2「以下別表」）
別表 1 衆議院・参議院の無線局 衆議院事務局、参議院事務局
別表 2 電気通信の監理規律の無線局 総務省
別表 3 矯正管理、入国管理の無線局 法務省
別表 4 公安調査庁の無線局 公安調査庁
別表 5 税関事務の無線局 財務省
別表 6 国税事務の無線局 国税庁

別表 ７
検疫事務、麻薬取締、労働基準監
督の無線局

厚生労働省

別表 8 検疫事務の無線局 農林水産省
別表 9 漁業指導監督の無線局 国、地方公共団体
第10号 消防事務の無線局 地方公共団体

第11号 災厄防止の無線局 一般社団法人、一般財団法人

第12号
現金、有価証券等の安全輸送の
無線局

銀行、信用金庫、信用協同組合、
貨物事業者、警備業者

第13号 警備保障業務の無線局 警備事業者

第14号 航空保安事務の無線局
国土交通省、航空法に規定する
国土交通大臣の許可を受けた者、
空港運営会社

第15号 航空機の製造修理の無線局
航空機の製造、修理事業者（航
空機製造事業法により許可を受け
た者）

第16号
宇宙運用業務の無線局 人工衛星の運用者
宇宙開発の無線局 宇宙開発の運用者

第17号 外交の無線局 大使館

第18号

前各号に掲げる無線局と同様の
無線通信の態様を行い、かつ、
同様の目的を有する無線局で
あって、特に総務大臣が免許状
記載事項等を公表することが適当
でないと認めるもの

国、地方公共団体、各種事業者

電波法施行規則第11条の2
主な免許人

目的（通信内容）
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【検索入力画面】
〇かんたん検索
・場所で探す
・地図で探す
・図で探す
・目的で探す
・種類（無線局）で探す

〇詳しく条件を指定
無線局の局種、都道府県、
周波数等を指定して探す

免許人名、周波数、無線局の目的等を無線局免許状等記載情報をもとに、インターネット（電波利用

ホームページ）で公表 （http://www.tele.soumu.go.jp/musen/SearchServlet?pageID=1）

無線局情報の公表（無線局等情報検索）
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【詳細な無線局情報が表示】
（免許人、目的、周波数等が表示）

【検索入力画面】
無線局の局種、担当総合通信局

免許人「総務省」を指定

【検索結果一覧画面】
（例：陸上移動局、総務省で検索した結果）

無線局情報の公表（無線局等情報検索）

【検索の例】

免許人の氏名又は名称 総務省

P0N 9410MHz   4.9kW
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周波数使用状況検索

クリック

周波数使用状況検索

**

**

**

**

**

**

【表示のイメージ】

※対象システム 拡大を考慮
しプルダウンとする

４７都道府県から選択 プルダウンでポイント
周波数を選択

150MHz帯一般業務用 **周波数
***.**MHz

・地図上のメッシュは、当該周波数における無線局の運用エリアの目安を示すものであり、実際の運用エリア、 電界強
度等を示すものではありません。

・無線局の開設に際しては、免許申請が必要であり、詳細な技術審査や他システムとの調整を要します。詳しくは管轄
の総合通信局にお問い合わせ下さい。

無線局等情報の公表（周波数使用状況検索）

150MHz帯及び400MHz帯の各種業務用周波数を使用している無線局については、おおよその運用エ

リアを公表 （http://www.tele.soumu.go.jp/musen/SearchServlet?pageID=6&HC=13&UCD=01&UCFD=0101）

国土地理院の地図を活用して公表（紫色の地域が電波が到達しているエリアを示す）



21国等の電波の利用に関する情報の公表について

国等が使用する周波数帯の電波の再配分や使用帯域の圧縮等の周波数有効利用を適切に推進する

ため、国等の電波利用の実態や有効利用努力に関する情報を毎年公表。

（公表イメージ）



（参考）

国等（公共業務用）に分配されている
周波数帯域について
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(*1） 6GHz超の周波数帯における周波数帯幅等については、上限を60GHzとして算出。
(*2) 周波数割当計画上、公共業務用（対象免許人：国、地方公共団体、公益事業者（電力、ガス、水道等）等）に分配されている周波
数帯を、占用で分配されている周波数帯幅と他の目的（電気通信業務用、一般業務用、放送事業用等）と共用している周波数帯幅
に分計した値。（周波数割当計画：http://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/freq/search/share/plan.htm）

国等（公共業務用）に分配されている周波数帯域

データ取
得月

3GHz以下の周波数 3GHz超6GHz以下の周波数 6GHz超の周波数(*1)

周波数帯幅(*2) 周波数区分に
占める割合

周波数帯幅
(*2)

周波数区分に
占める割合

周波数帯幅(*2) 周波数区分に
占める割合

占
用
・
共
用
区
分

他の目的と共用し
ている周波数帯 H29.3 1,520.5 50.7% 2,739.0 91.3% 49,515.0 91.7% 

占用で分配されて
いる周波数帯 H29.3 531.3 17.7% 61.0 2.0% 485.0 0.9% 

【参考例：周波数割当計画】

公共業務用のみに分配されており、「占用で分配
されている周波数帯」として、0.75MHz幅(37.5～
38.25MHz)を計上

公共業務用以外の業務にも分配されており、
「他の目的と共用している周波数帯」として、
7.8MHz幅（29.7～37.5MHz）を計上

国等（公共業務）専用としている周波数帯域は限定的であり、多くの帯域では、公共業務とそれ以外
の業務が混在（共用）する形で電波を利用。

http://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/freq/search/share/plan.htm
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3000kHz以下
1606.5

1907.5
1912.5

160

405

285

325

526.5

1632

1810
1825

2000

航空ビーコン 中波放送（AMラジオ） 船舶・航空通信
漁業用ラジオブイ

船舶通信

海上ﾋﾞｰｺﾝ ・DGPS

船舶無線電信 ・
NAVTEX

標準電波
（40kHz/
60kHz）

路側通信 アマチュア
漁業用ラジオブイ ・

船舶通信

0 3000
[kHz]

135.7
137.8

472
479

公共業務用で利用可能な周波数と我が国の電波の主な使用状況

この資料は、ページ35の整理基準を基に、我が国における周波数帯ごとの主な使用状況を
図示したものの中に、周波数割当計画で定める公共業務用として利用できる周波数帯を黄色
で追記（黄色を追記したため用途の色を一部補正）したものです。 図中の帯域（ブロック）が
公共業務用のみの場合は、全て黄色とし、帯域（ブロック）の中に他の用途と共用又は含まれ
る場合は一部を黄色としています。なお、ここでいう「公共業務用※」とは、人命及び財産の保
護、治安の維持その他これに準ずる公共の業務を遂行するために開設するものです。
※公共業務用の例：防衛用、消防用、警察用、海上保安用、水防・道路用、防災行政用、電

気事業用、鉄道事業用 等
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8100

9900

3155

4750

4438

4650

5480

9040

9400

11400

11600

アマチュア
(3500-3575/3599-3612/3680-3687
/3702-3716/3745-3770/3791-3805)

3400

3900
3950
4000

5730
5900

6200

6765

7000

7200

7450

11175

18068

12100

14350

13870
14000

15010

12230

13360
13410
13570

15100

15800

16360

17410
17480

17900
18030

18168

18780
18900
19020

19680
19800

ワイヤレスカード
システム

漁業用無線（1WDSB）

ラジオマイク（微弱型）
市民ラジオ・ラジコン

電波天文

21450

25210

24990
25070

25550

21850
21924

22855

24890

25670

26100
26175

27500

28000

29700

3000kHz～30000kHz

21000
[kHz]

30000
[kHz]

21000

12000

3000 12000
[kHz]

10005

10150
10100
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公共業務（移動）
小型船舶通信

マルチメディア放送
公共業務（移動）

魚群探知テレメータ
ラジオブイ

電通・公共・
一般業務・放送中継
（固定・移動）［1］

FM放送・
コミュニティ放送

航空無線標識（VOR)
計器着陸システム（ILS）

40 7674.8
75.2

9541 50 54 68 108

150.05

146

148

121.5

138

144

航空管制通信
運航管理通信

各種用途
（固定・移動）

［4］

船舶通信（国際VHF等）・
放送中継・各種用途
（固定・移動）［5］

公共業務（移動）［6］

154.45
154.61

156

170

137

航空用
救命無線

非静止移動
衛星↓［3］

非静止移動
衛星↑［3］

簡易無線

アマ
チュア

アマチュア

ラジコン・
ラジオマイク（微弱型）

公共業務（固定・移動）・
ラジコン・ラジオマイク（特定小電力）・

テレメータ・テレコントロール

航空無線標識
（マーカビーコン）

補聴援助用・音声アシストシステム・
ラジオマイク（特定小電力）

30MHz～335.4MHz

287.95

253.85

275

322

328.6

255

公共業務（移動）
航空管制通信

公共業務（移動）［7］
航空管制通審

公共業務（移動）
航空管制通信

計器着陸
システム（ILS）

公共業務（移動）
航空管制通信

無線呼出

279.95

243.0

313.625

322.025
322.15

ラジオマイク
（特定小電力）

タイヤ空気圧モニター
キーレスエントリー等

（特定小電力）

コードレス電話
（子機）

航空用
救命無線

117.975

222

30 117.975
[MHz]

222
[MHz]

335.4
[MHz]

マルチメディア放送

205

電波
天文

人・動物検知通報システム（特定小電力）

142

各種用途
（固定・移動）

［2］

322.425

無人移動体画像伝送システム
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周波数帯（MHz） 主 な 用 途 等

［１］ 54－68 市町村同報防災行政無線等の公共業務、放送事業者の音声番組中継

［２］ 137－144 地方自治体等の公共業務

［３］ 137－138, 148－150.05 低軌道周回衛星による移動体衛星通信（オーブコム）

［４］ 146－156 地方自治体及び電力・ガス・運輸交通等公共機関の公共業務、一般私企業の各種業務

［５］ 156－170
運輸交通等公共機関の公共業務、放送事業者の音声放送番組中継、船舶通信（国際ＶＨＦ、
船舶自動識別装置、簡易型船舶自動識別装置、捜索救助用位置指示送信装置用）、一般私
企業の各種業務

［６］ 170－205 公共用広帯域移動通信システム

［７］ 255－275 市町村等の公共用デジタル移動通信システム

電波の使用状況に関する補足説明
【30－335.4MHz】
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433.67

434.17

380.2

420

406.025

465.0375

440

406.028

381.325

347.7

430

コードレス電話
（親機）

各種用途
（固定・移動）［1］

特定小電力
［3］

国際輸送用データ伝送用
アクティブタグシステム

衛星用非常位置
指示無線標識
（EPIRB）

アナログ簡易無線

465.15

348.5625
348.8

710

335.4MHz～960MHz

806
[MHz]

470
[MHz]

335.4

470

748

特定ラジオマイク
［5］

351.16875

351.38125

467
467.4

ITS

携帯電話携帯電話 MCA 携帯電話

RFID
［6］

950

958

915

850

860

810

ラジオマイク
（特定小電力）

960
[MHz]

806

RFID

930

MCA

940

890

特定ラジオマイク

携帯電話

携帯電話

718

755

765
770

773

803

815

845

900

945
デジタル簡易無線

468.55
468.85

アナログ簡易無線

デジタル簡易無線

406.037
406.04 

各種用途（固定・移動）・特定小電力
［2］

公共・一般業務
（固定・移動）

アマチュア
各種用途（固定・移動）・特定小電力

［4］

携帯電話

TV放送（13～52ch）・エリア放送

714

406.031



29電波の使用状況に関する補足説明
【335.4－960MHz】

番号 周波数帯（MHz） 主 な 用 途 等

［１］ 347.7－380.2 地方自治体及び電力・ガス・運輸交通等公共機関の公共業務、一般私企業の各種業務

［２］ 381.3－420

①デジタル空港無線、NTT東西の加入者線災害対策臨時電話、地方自治体及び運輸交通等
公共機関の公共業務、一般私企業の各種業務

②体内植込型医療データ伝送装置の免許を要しない無線局（特定小電力無線局）
③ラジオゾンデ及び気象用ラジオ・ロボット

［３］ 420－430 連絡無線、データ伝送装置、医療用テレメーター等の免許を要しない無線局（特定小電力無線局）

［４］ 440－470

①デジタル空港無線、NTT東西の加入者線災害対策臨時電話、タクシー無線、鉄道・バス等の貨
客運送事業、放送事業者の音声番組中継

②連絡無線、データ伝送装置、医療用テレメーター等の免許を要しない無線局（特定小電力無線
局）

［５］ 770－806 特定ラジオマイクによる使用は2019年3月31日まで

［６］ 950－958 RFIDによる使用は2018年3月31日まで
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航空無線航行（DME/TACAN） 各種レーダー（ARSR等）
電波
天文

携帯 携帯
電話 電話

無線航行
衛星

移動
衛星↓

[5]

移動
衛星↑
［4］

気象
援助
[5]

無線航行衛星

地球探査衛星↓

アマ
チュア

移動
衛星↓
[10]

移動
衛星↑
[10]

携帯電話

宇宙運用↑［8］

携帯電話

携帯電話
IMTバンド

［6］
IMTバンド

［6］ 宇宙運用↓［8］

IMT
（衛星↑）
［7］

ルーラル
加入者系
無線

ルーラル
加入者系
無線

IMT
（衛星↓）
［7］

公共業務（固定・移動） 産業科学医療用（ISM） 各種レーダー（ASR等）

無線LAN等［9 ］

アマチュア

960MHz～3000MHz

1525

1610

1559

1626.5

1668.4
1660.5

1400

1300

1215

1260

1164

1427
1427.9

GPS等
宇宙運用↑ 移動衛星↑ 電波

天文

2075.5

2170

2110

2200

2255.5

2205.5

1850

1879.9

1980

1784.9

1844.9

1749.9

2010

2025

1920

1884.5

1915.7

2025.5

2700

2660

2690

2545

2450

2497

2400

2500

電波天文
2499.7 電波ビーコン（VICS）

960

1710

2300

1710
[MHz]

2300
[MHz]

3000
[MHz]

1563.4

1578.4

広帯域移動無線
アクセスシステム[11]

移動
［3］GPS

特定小
電力[1]

IMT
バンド
［6］

放送事業
［2］

2370

2330

放送事業［2］

1240

1462.9

1475.9

1510.9

2645

2535

2505

PHS公共業務（固定）

2494

2483.5 ロボット用無線
（無人移動体画像伝送システム）

1690

携帯電話
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番号 周波数帯(MHz) 主 な 用 途 等

［１］ 1216－1217, 1252－1253 データ伝送装置等の免許を要しない無線局（特定小電力無線局）

［２］ 1240－1300, 2330－2370 放送事業者のTV番組素材中継

［３］
1240－1260 特定ラジオマイク

1278.5－1284.5 画像伝送用

［４］ 1525－1559, 1626.5－1660.5 インマルサット衛星等による移動体衛星通信サービス

［５］ 1670－1690 気象ラジオゾンデ

［６］
1980－2010, 2010－2025,
2170－2200

IMTの地上系に特定された周波数帯

［７］ 1980－2010, 2170－2200 IMTの衛星系に特定された周波数帯

［８］ 2025－2110, 2200－2300 衛星及びロケットの追跡管制

［９］
2400－2497 無線LAN等

2400－2483.5MHz 小電力データ通信システム、移動体識別
2471－2497MHz 小電力データ通信システム

［１０］ 2505－2535, 2660－2690 移動体衛星通信サービス

［１１］ 2545－2645 2545－2575MHz及び2595－2645MHzは全国展開する移動通信で使用
2575－2595MHzは各地域における移動通信又は固定的な通信で使用

電波の使用状況に関する補足説明
【960－3000MHz】
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各種レーダー

アマ
チュア

無線アクセス［6］

自動着陸誘導システム
（MLS)［7］

航空無線航行
（電波高度計等）各種レーダー[1] 無線LAN 各種レーダー 電通業務（固定）

放送事業
（固定・移動）

［3］

固定衛星↓
プランバンド

［5］

電通業務（固定衛星↑）

無線LAN
産業科学
医療用
（ISM）

DSRC
等
［9］

気象レーダー
［8］

4400

3600

4200

3400

4500

4800
4900

5000

5150

5350

5850
5925

6425

5030
5091

5250

5470

5725

5770

5850
5875

6485

5650

宇宙研究↓［11］7375

6725

7250

6870

7125

7900

8025

8400

8500

超広帯域無線システム［4］

放送事業
（固定・移動）

［3］

公共・一般業務・
放送事業（固定）

公共・一般事業・
放送事業（固定）

地球探査衛星↓
［10］ 各種レーダー

固定衛星↑
プランバンド

［5］

航空無線
航行（PAR）

電通・公共業務
（固定衛星↑・移動衛星↑）

電通・公共業務
（固定衛星↓・移動衛星↓）

7025

9000

9200

3000MHz～10000MHz

6570
[MHz]

10000
[MHz]

3000

6570

放送事業
（固定・移動）［3］

電通業務（固定衛星↓）

超広帯域無線システム［4］

3456

5372.5

放送事業
（固定・移動）

［3］

3600

携帯電話

3480

IMTバンド
［2］

ロボット用無線
（無人移動体画像伝送システム）

5755
5650



33

番号 周波数帯（MHz） 主 な 用 途 等

［１］ 3000－3400 船舶の航行用レーダー

［２］ 3400－3480 IMTの地上系に特定された周波数帯（3480－3600MHzは割り当て済み）

［３］

3400－3456 放送事業者の音声番組中継・監視制御等

5850－5925, 6425－6570,
6870－7125

放送事業者のTV番組中継

［４］ 3400－4800, 7250－10250 屋内限定の大容量データ通信用

［５］ 4500－4800, 6725－7025 固定衛星業務用の国際的なプランバンド

［６］
4900－5000, 5030－5091 無線アクセスシステム

5030－5091MHzの使用は2017年11月30日まで

［７］ 5000－5150 将来の航空機自動着陸誘導システム（MLS）のために保留

［８］ 5250－5372.5 公共機関等の気象レーダー

［９］ 5770－5850 DSRC

［１０］ 8025－8400 地球探査衛星からのデータ伝送として利用

［１１］ 8400－8500 科学衛星からのデータ伝送として利用

電波の使用状況に関する補足説明
【3000－10000MHz】
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公共業務（移動）

10.55
10.5

10.25

10.45

10.68
10.7

11.7

12.2

12.75

12.95

電通業務
（固定衛星↓）電通業務（固定・移動）

各種
レーダー

各種レーダー
固定
衛星↑BS放送↓

放送事業
（固定・移動）

［2］
電通業務（固定・移動）

アマ
チュア

CS放送↓

BS・CS
フィーダリンク↑

電通業務
（固定衛星↑）

各種レーダー［3］
電波天文アマチュア

超広帯域無線システム［1］ 公共・一般業務（固定）

13.25

12.5

14.4

14.7

14.9

13.9

14.5

14.0

13.75

各種レーダー
電気通信業務等
（固定衛星↓）

電波
天文

各種
レーダー

加入者系無線
アクセスシステム

電気通信業務等（固定衛星↑）

電波
天文

衛星間
通信

衛星間通信

BSフィーダ
リンク↑電波天文

公共業務（移動）

無線アクセスシステム・電通業務（固定）

CATV番組
中継（移動）

衛星放送↓

無線アクセスシステム

17.3

15.4

18.72

15.35

17.7

19.22

19.7

21.2
21.4

22.4

22.0

22.6

22.21

22.5

23.0
23.2

23.55
23.6

24.0
24.05

24.75

25.25

27.0

27.5

各種
レーダー

電波
天文

公共業務
（移動）

放送
事業
（移動）
［2］

電通・公共・
一般業務

（固定・移動）
[6]

小電力データ
通信システム

電波天文 電波天文

アマチュア アマチュア

簡易無線
アマチュア

放送事業
（移動）［2］

公共・一般業務
（固定）

公共・一般業務
（移動）

31.8
31.3

36.0

33.4

37.5
38.0
38.5

39.5
41.0

42.0
42.5

45.3

43.5

47.0
47.2

54.25

50.4
51.2

55.78

57.0

66.0

105
116

76.0

78.0
77.5

164

185

134

151.5

182

136

252

200
209

226

250
248

39.0

167

自動車レーダー
（特定小電力）

10GHz超

15.25
[GHz]

31
[GHz]

3000
[GHz]

10

15.25

31 無線アクセスシステム

エントランス回線
（固定）［4］

小電力データ
通信システム

CATV番組中継
（固定・移動）

アマチュア

61.0

放送事業（固定・移動）［2］

超広帯域無線システム［5］

29

71.0

86.0

81.0

電通・公共・一般業務（固定・移動）［7］

放送
事業
（移動）
［2］

50.2
電波
天文

52.6
電波天文

92.0

85.5

60.0
59.0

100
102

148.5

231.5

24.25



35電波の使用状況に関する補足説明 等
【10GHz超】

番号 周波数帯（GHz） 主 な 用 途 等

［１］
3400－4800MHz,
7250－10250MHz

屋内限定での大容量データ通信用

［２］
10.25－10.45, 10.55－10.7,
12.95－13.25, 41.0－42.0,
54.25－55.78, 116－134

放送事業者の番組素材の中継用

［３］ 10.5－10.55, 24.05－24.25 速度測定等のレーダー

［４］ 22.4－22.6, 23.0－23.2 携帯電話等の交換局と基地局との間の中継回線

［５］ 24.25－29 自動車等の衝突防止システム用レーダー

［６］ 55.78－59.0 高速無線回線システム等

［７］ 71.0－76.0, 81.0－86.0 80GHz帯高速無線伝送システム

我が国の電波の使用状況(整理基準)
(1) 本資料は、電波法において「電波」と定義されている3000GHz以下の電波について、我が国における周波数帯ごとの使用状況を図示したものです。
(2) 各周波数帯において複数の用途がある場合は、代表的なものを記載しています。また、多段になっているものは、それらの用途で周波数を共用していること

を示しています.
(3) 白抜きとなっている周波数帯において記載されている用途は、現在割当てはないものの、無線通信規則又は周波数割当計画において特定されているもの、

あるいは将来割り当てることを予定しているものを示しています。
(4) 用途の記載のない周波数帯においても、実験試験局等の個別の無線局への周波数の割当てがあることがあります。
(5) なお、周波数の割当てに関して総務省が法令に基づき作成して公開している資料は、以下のとおりです。
① 周波数割当計画 ・・・・ ・・無線通信の業務別、無線局の目的等別に割り当てることが可能な周波数を示す表（総務省告示第471号（平成24年12月25日））。

総務本省及び各総合通信局で閲覧できるほか、インターネットによる入手も可能。
ＵＲＬはhttp://www.tele.soumu.go.jp/search/share/index.htm

② 電波法関係審査基準 ・・ 無線局免許申請を審査する際の基準であり、局種ごとに各用途に対して割り当てることが可能な周波数を記載。
総務本省及び各総合通信局で閲覧可能。
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